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「銀行の経営破綻と規制業種における
公認会計士監査の限界―会計学からの知見」
早稲田大学会計研究所招聘研究員　亀　岡　恵理子
◯亀岡　　早稲田大学会計研究所招聘研究員の亀岡です。本日は、このような報告の機会を与え
ていただき、また、休日の午前にもかかわらず、会場に来ていただきありがとうございます。私
からは、「銀行の経営破綻と規制業種における公認会計士監査の限界―会計学の知見」というタ
イトルで報告させていただきます。具体的には、1990 年代の主要な企業不祥事のうち、日本長
期信用銀行の事例を取り上げます。
（パワーポイント）
　今から 20 年以上も前の 1990 年代の日本というのは、バブル経済の崩壊や金融行政の転換、会
計ビッグバンといったさまざまな変化が訪れた時代でありました。シート 2 に時系列で示してい
ますが、こうした変化にまみえて、複数の金融機関が経営破綻しております。また一部の金融機
関では、経営破綻に伴い、経営者だけでなく、監査を担当した監査人に対しても訴訟が提起され
ています。それまで我が国では、行政処分の形でも、民事訴訟、刑事訴訟の形でも、監査人に対
する責任がほとんど追及されてこなかったということを踏まえると、1990 年代後半からの動き
というのは注目に値するものと思われます。なかでも日本長期信用銀行（長銀）の事例は、1998
年に長銀が日本史上最大の銀行破綻を迎えた事例であり、また、監査訴訟の幕あけを象徴する事
例の 1 つであると位置づけられます。
　こうしたことから、私は長銀の事例研究を行おうと考えたわけですが、会場の皆様の中には、
なぜ今さらこのような古い事例を取り扱うのか、既に民事訴訟も刑事訴訟も決着した事例を今さ
ら蒸し返す必要があるのかとお考えになる方もいらっしゃるかもしれません。しかし、副題にも
示したとおり、会計学の立場からは、法的責任の追及が終わった今からこそが、事例の会計上の
意味を明らかにするスタートとなるのではないかと考えます。
　長銀については皆様それぞれ異なる理解をお持ちかと思いますので、まずはある程度共通の理
解を確立するために、長銀の設立から経営破綻までを押さえておきたいと思います。
　日本長期信用銀行は、1952 年 12 月に、同年 6 月に成立した長期信用銀行法に基づき、資本金
15 億円で設立された民間の金融機関です。戦後復興期の設立当初には、設備資金を長期に需要
する製造業を中心に貸し出しを行い、日本経済の成長に貢献したとされています。経済発展に
伴い、1960 年代以降、主要顧客の資金需要が低下していくと、長銀は貸出先を多様化させます。
そして 1970 年には、証券取引所に上場しております。
　1985 年からは、バブル経済の到来により株価および地価が急高騰しました。こうした中、企
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業は銀行借り入れから資本市場を通じた資金調達へと金融の仕方を変えることになります。これ
により、巨額の資金を持て余した銀行は、各行が新規の取引企業を求めて熾烈な貸出競争を繰り
広げました。その際、銀行の融資先は、都市機能の高度化や持ち家需要の高まりなどにより大き
く成長が見込まれ、かつ資金需要が桁違いに大きい不動産業や建設業へと向かうことになります。
長銀も他の銀行と同様に、バブル期には不動産関連融資に傾斜していきます。
　1990 年頃よりバブル熱が鎮静化しバブルが崩壊すると、長銀がバブル経済期に行った融資が
焦げつき、不良債権問題を抱えることになります。最終的に、1998 年 10 月 23 日、長銀は特別
公的管理を申請し、公的資金投入を受けて一時国有化されます。これが我が国史上最大の銀行破
綻として記録されるものです。
　経営破綻後の長銀では、旧経営陣の退任、預金保険機構による新経営陣の選任などが進められ
ました。また、金融再生法の第 50 条の規定を踏まえて設置された内部調査委員会のもと、資産
の選別や旧経営陣の責任追及に向けた検討も進められました。やがて税金投入を伴う経営破綻に
つながった経営責任の所在を明らかにすべきとの社会的風潮が高まる中、責任追及の焦点は次第
に不良債権隠しや飛ばしといった旧経営陣による粉飾決算疑惑へと移行していくことになりま
す。
　その後、旧経営陣に対しては、民事と刑事の両面から責任が追及されました。まず、刑事のほ
うでは 1999 年 6 月 10 日、旧経営陣 3 名が逮捕され、その後、起訴されています。また、民事の
ほうでは 1999 年 12 月以降、複数名の旧経営陣に対して訴訟が提起されております。
　それら訴訟の一覧をまとめたものが次のシート 5 になります。
　これは、判例データベースや新聞の情報など、可能な限りの情報を収集して事実関係をまとめ
たものです。一番左手の列は、説明を容易にするため私が任意で番号を振ったものですが、刑事
では 1 件、民事では計 6 件の訴訟が識別されました。これらそれぞれについて訴訟関係者、争わ
れた事柄、判決および公表された判例、そして責任の有無についてまとめてあります。このうち
刑－ 1、民－ 1、そして最後の民－ 6 が財務報告に関連した訴訟となっております。これら 3 件
については、この後の説明でさらに詳しく触れていきたいと思います。
　民－ 3 や民－ 4 のように融資や支援に関連して旧経営陣の責任が一部認められたものがありま
すが、全体として、長銀の旧経営陣に対しては無罪判決が下されています。刑事でははじめは有
罪でしたが、最後には無罪決着となっております。
　長銀の規模やその性質から、長銀事例は多数の学問領域において関心対象となり得る学際性の
ある事例であると考えられます。中でも法律学と会計学は、訴訟争点を介して関心を一部共有し
ます。
　法律学においては、先ほど判例公開されている表を示しましたが、判決の多くが後の裁判の際
の先例となり得る重要なものとして公開されていることから、長銀事例が自然と関心を集めるこ
とと想定されます。加えて、長銀裁判の特徴は、同じ違法配当の論点で争った刑－ 1 と民－ 1 の
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2 事案において、民事では一貫して責任なしとされた一方、刑事では第 1 審と控訴審で有罪とな
ったところから判決のねじれが生じたことです。この判決のねじれは、2008 年の最高裁での逆
転無罪判決により解消してはいますが、こうした特徴から法律学の領域では長銀事例が高い注目
を集めたようです。
　民事と刑事との間の判決のねじれは、旧経営陣が選択・適用した貸出金の評価にかかわる会計
処理が公正なる会計慣行に準拠していたか否かをめぐり司法の見解が対立したことに由来しま
す。裁判では、商法第 32 条第 2 項規定の「公正なる会計慣行を斟酌すべし」の意義、内容、法
規範性に関する最高裁の見解が初めて示され、その判決を受けて、法律学領域では多数の判例評
釈や学術論文が公表されております。その中では、同規定の解釈や課題に係る議論が複数展開さ
れています。
　このように、訴訟争点が会計処理や公正なる会計慣行といった、まさに企業会計の中心的トピ
ックを扱うものであることから、長銀事例は会計学の領域でも当然に注目を集めるのではないか
と思われます。しかも、刑事の最高裁判決での裁判官の補足意見は、会計・監査上の問題を提起
しています。
　シート 7 のうち枠で囲った部分だけ一部抜粋して読み上げますと、「長銀の本件決算は、その
抱える不良債権の実態と大きくかい離していた」「企業の財務状態をできる限り客観的に表すべ
き企業会計の原則や企業の財務状態の透明性を確保することを目的とする証券取引法における企
業会計の開示制度の観点から見れば、大きな問題があったものであることは明らか」というよう
に述べられています。
　このように、会計・監査上の問題を提起している長銀事例ではありますが、法律学領域とは対
照的に、会計学領域では長銀事例を記述・分析対象としてそれほど取り上げていません。その理
由はいくつかあると思いますが、私はその理由の 1 つとして、長銀が属する銀行会計の特殊性に
由来する会計学研究の不足があるのではないかと推察します。日本初の株式会社を銀行とする我
が国では、銀行会計は会計史上最も古い経歴をもち、他の産業部門の企業会計制度の範をなして
きた由緒あるものとされています。しかしながら、銀行業は事業の独自性や財務諸表の特殊性か
ら、会計学研究において、とりわけアーカイバル手法を採用する研究では分析対象から外され、
特別扱いされる傾向があります。
　銀行会計の特殊性は、その会計規制構造にも表れています。通常、企業一般の会計は、現会社
法の前身である商法、現金融商品取引法の前身である証券取引法、そして法人税法によって影響
を受けます。大会社、上場企業および納税義務のある法人であった長銀もまた、これら企業一般
の会計規定の影響を受けるはずですが、銀行業に対しては、これらに加えて銀行業特有の会計規
定が働きます。
　そして、銀行業特有の会計規定は、監督官庁、当時の大蔵省と密接に関係していました。その
規制内容には、フォーマルなものとインフォーマルなものがありますが、フォーマルなものとし
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ては、長期信用銀行法やその下の法令規則があります。なかでも大蔵省制定の銀行法施行規則が
銀行会計に実務上大きな役割を果たしていたとされています。また、インフォーマルには、大蔵
省は通達その他の口頭指導により銀行経営を事細かに監督していたとされています。シート 8 に
示した図は、銀行業の会計規制構造の一般的なものを示したものですが、次に個別具体的な財務
報告について見ていきたいと思います。
　注目する財務諸表項目は貸出金です。貸出金は、総資産のうち最も高い割合を占める銀行業な
らではの財務諸表項目です。長銀の 1998 年 3 月期では、その総資産の約 65％を占める財務諸表
項目でした。さらに、財務報告に関連した訴訟3件においては、その評価が問題となっております。
　貸出金関連の会計処理については、まず回収困難の見込みがあると評価された貸出金、いわゆ
る不良債権について、財務諸表本体において引当処理、または損失を確定させる償却処理のいず
れかを行うことになります。仕訳で示すと、引当処理としては、借方、貸倒引当金繰入額、貸方、
貸倒引当金となります。一方、償却処理としては、借方、貸出金償却、貸方、貸出金となります。
　さらに、金額的重要性の高い貸出金関連の情報をより詳細に伝達するため、財務諸表本体だけ
でなく注記でもこれらの情報を開示しなければならないとされています。
　仕訳で示したこの 4 つの財務諸表項目と関連する注記を 1990 年代の長銀財務報告より抜粋し
て示したものがシート 10 になります。
　一番右の列の太線枠で囲っている 1998 年が長銀の財務報告関連の訴訟において争点となった
年度です。法律学上は、こちらの 1 年度にしか焦点があてられていませんが、バブル経済の崩壊
時期から考えると、1990 年代前半初頭には既に長銀が不良債権問題を抱えていたものと推察さ
れます。しかしながら、財務諸表項目を見ると、貸倒引当金繰入額も貸出金償却もその当時はあ
まり積み増しされておらず、また、貸出金に係る注記についてもほとんど開示がなされていない
ことが分かります。従って、長銀事例を会計学の観点から捉える際には、法律学上の対象となる
1998 年 3 月期だけでなく、それより前の期間についても見ておく必要があると考えます。
　そこで以下では、1990 年から 1997 年の長銀財務報告と 1998 年の長銀財務報告の 2つに分けて、
それぞれの財務報告を見ていきたいと思います。
　まず、1990 年から 1997 年の長銀財務報告について。先ほど 1990 年代初頭には、長銀は既に
不良債権問題を抱えていたであろうと説明しましたが、その不良債権のルーツは、バブル期に実
行された 2 経路の不動産関連融資にありました。
　第 1 経路は、長銀が不動産業・不動産関連業種顧客に直接貸し出しを行うものです。代表的に
はイ・アイ・イ・インターナショナル（EIE）といった顧客に、長銀は量的拡大を目指した融資
戦略を展開し、審査部門の権限が弱小化したまま、ひたすら融資を行ったとされています。
　第 2 経路の融資は、自ら預金を預け入れることはできないけれども、貸し出しのみ行うことが
できるノンバンクと呼ばれる事業体に対する貸し出しです。長銀がノンバンクに貸し付けた後、
ノンバンクはバブル期に例外なく不動産関連融資を実行しました。
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　こうした 2 経路で行われた長銀グループの不動産担保融資はバブル崩壊により一気に不良債権
化することになります。EIE 向け貸し出しは同社の 1990 年の資金ショートにより問題が発生し
ました。また、1991 年には長銀リースほかのノンバンクの経営悪化も顕著になったとされてい
ます。
　しかしながら、シート 10 の表で示したとおり財務報告上はこうした不良債権の問題が全く見
てとれなかったことが分かります。それは、当時の会計基準が財務報告において、そうした情報
を開示すること、会計処理することを要求していなかったからです。
　当時の会計基準として、まず不良債権の開示については、1992 年まで実質的に基準が皆無の
状態でした。しかし、後に国内外からの批判を受けて、不良債権の開示は段階的に開示拡充され
ております。
　一方、引当・償却処理に係る会計基準については、1990 年から 1997 年まで同一基準が適用さ
れていました。その際、具体的な会計処理方法を提示したのが 1982 年に大蔵省銀行局が発出し
た通達に定められた決算経理基準です。決算経理基準は、引当・償却処理に法人税法上の損金算
入が認められる金額を処理する無税扱いと、それ以外の有税扱いの 2 つを認めておりましたが、
どちらの扱いにより、どれだけの金額を引当・償却するのかの判断は、金融機関ではなく大蔵省
の強い影響下に置かれたとされます。
　有税扱いの処理については、大蔵省の意に反する例外的な処理と考えられ、実質的に行うこと
は不可能とされていました。他方、無税扱いの処理については、損金算入を認める金額は大蔵省
の金融検査官が回収不能額およびそれに準ずる状況にあると証明した不良債権のみとする償却証
明制度がとられておりました。
　また、長銀からノンバンクへの貸し出しが先ほどの図でありましたが、そのノンバンク向け貸
出金については、銀行が金融支援を継続する限り引当・償却処理しないというのが当時の実務と
して行われておりました。
　こうした会計慣行のもと、長銀の不良債権問題への取り組み姿勢というのは、不稼働資産の顕
在化を防ぎつつ、種々の方策により段階的に処理をするという路線がとられたそうです。長銀が
行った不良債権処理の手法は主に 3 つあります。
　1 つ目は、新設の受け皿会社による担保不動産の買い取りです。これは、長銀がグループ会社
間で出資を分散して受け皿会社を設立し、長銀から融資を受けた受け皿会社が不良債権化した担
保不動産を買い取るというものです。この手法は、帳簿上、不良債権が受け皿会社への貸出金へ
と名目を変える効果をもつことになります。しかしながら、担保不動産を買い取った受け皿会社
の多くは債務超過状態であり、長銀が新たに貸し出した資金の大半は、そこでも不良債権化する
という悪循環に陥っていたようです。
　2 つ目と 3 つ目の手法は、債権放棄と新規融資です。これは、長銀自体への信用問題への波及
防止のため、経営困難に陥った企業を救済する目的で実施されました。また、母体行責任論とい
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う当時の考え方のもと、正当化された手法でありました。ノンバンクに対する債権放棄、または
融資は、当時の会計基準のもとでは引当・償却処理を回避する効果をもつことになります。
　1998 年度のみに焦点をあてている裁判ではこれらが争われていないようですが、一連の手法
が経営破綻後にマスコミなどによって不良債権隠しや飛ばしとして社会的な批判を浴びたもので
す。
　これらは、当時の会計基準のもとでは正当化される手法であったかもしれませんが、会計基準
の不備と不完全性が、不良債権の実態を覆い隠す不良債権処理と財務報告を可能にしたものと考
えられます。
　以上、ここまでが 1990 年から 1997 年までの長銀財務報告についてです。次は、1998 年の長
銀財務報告について見ていきたいと思います。
　1990 年代後半には、金融機関を取り巻く制度環境は 2 つの重大な転換を迎えました。第 1 の
転換は、償却証明制度の廃止、そして 1998 年 4 月から早期是正措置制度が導入されるという転
換です。新たに導入される早期是正措置制度のもとでは、金融機関が自らの資産の健全性を自己
査定し、その結果算出された自己資本比率が一定値を下回った場合には、監督当局への業務改善
計画の提出ほか必要な是正措置の命令を受けること、それでも改善されない場合には破綻処理へ
と移行することとなります。これは、従来、大蔵省の影響を強く受けていた引当・償却処理の判
断が金融機関の自主性に任されるようになったことを意味する制度改革です。
　第 2 の転換は、1998 年 6 月の金融監督庁の発足です。これにより、それまで大蔵省が所管し
た金融検査部門、銀行・証券両局の金融機関監督部門、証券取引等監視委員会が金融監督庁に移
管されたことで、銀行監督の担い手が変わり、監督姿勢も変わったということになります。
　そして、1998 年 3 月期は、こうした制度環境の変化が一気に発現する初年度でありました。
　早期是正措置を導入することに伴い、貸出金の引当・償却に伴う会計処理の変更が起こりまし
た。新しい早期是正措置のもとでは、まず金融機関が独自に作成した自己査定ルールに基づき資
産を評価し、その後、監査法人がその結果を監査し、最後に金融監督庁が金融検査において自己
査定の正確性等を検証するというプロセスがとられます。
　新制度の開始に先立つ 1997 年、一連のプロセスにかかわる関係各所によって、自己査定の実
施方法に関する複数の通達および業界関連文書が作成されました。シート 17 の表に示したこれ
らは、全体として引当・償却処理に係る新しい会計基準を形成しました。1990 年から 1997 年ま
で適用されていた会計基準を旧会計基準とすると、これらは引当・償却処理に係る新会計基準で
あったと見ることができます。
　裁判では、まさにこの 1998 年の長銀財務報告において、新旧どちらの会計基準に準拠するの
がよいかという点が争われました。長銀はというと、旧会計基準には準拠するものの、新会計基
準からは逸脱する自己査定ルールを作成し、貸出金を評価しました。両者の適用によってどのよ
うなインパクトがあるかについては、シート 18 の表にまとめているとおりです。
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　まず、両会計基準の相違点については、ノンバンク向け貸出金の扱いについて大きな違いがあ
ります。旧会計基準は、銀行がノンバンクに対して金融支援を継続する限りは引当・償却処理し
ないことを許容したのに対して、新会計基準は金融支援する場合でも貸付先の客観的な財務状態
を重視して引当・償却処理することを求めるものとなっていました。
　また、旧会計基準に準拠した場合、長銀の当期末処理損失は約 2716 億円ですが、新会計基準
に準拠した場合には約 5846 億円と約 3000 億円の相違があります。新会計基準に準拠した場合に
は、長銀は無配はもとより、自己資本比率が大幅に低下し、早期是正措置の発動が必要な状況に
なっていたといいます。このため、新旧どちらの会計基準を適用するかは、長銀の経営生命を大
きく左右する極めて重要な会計判断であったことと推察されます。
　では、どちらの会計基準に準拠するのがよかったのかという点については、大蔵省と金融監督
庁の間でも意見が分かれており、司法も有罪判決と無罪判決で判断が大きくぶれたこと、また、
当時の実務の間でも、ある銀行は旧基準に従い、また別の銀行は新基準に従ったというようにか
なり適用上の混乱があったようです。このようなぶれや混乱があった理由は、新会計基準の解釈
および適用に相当の幅が認められていたためです。
　最高裁判決は、内容に具体性や定量性が乏しく、明確性を欠いていた新会計基準は 1998 年 3
月期において厳格に従うべき唯一の会計基準であったとはいえないと判断し、1998 年 3 月期の
長銀財務報告の適法性を認定しました。これにより、司法上は粉飾決算がなかったということが
確定したと考えられます。
　会計学の観点からは、適法性の観点ではなく、適正表示の観点から長銀の財務報告がどうであ
ったかという点が興味深い点であると思われますが、司法の場では、適正表示の観点からの長銀
財務報告は検討されておりません。司法の結論は、法律学者の間では概ね肯定的に捉えられてい
るということです。その判例の解釈として以下のような解釈もあります。「より一般化して理解
するならば、例えばイギリスなどのように、個別の会計基準に従っている否かを問わず、真実か
つ公正なる概観を示さないことが会社法違反に当たるという考え方は我が国の商法や証券取引法
の解釈としては採用しないという立場をとったものと理解するのが最も無理がない」
　しかしながら、このような解釈を会計上適用してしまうと、基準設定主体にはより細かい基準
設定を求めることになり、また、経営者や監査人に対しては会計基準を厳格に準拠する、それが
どんなに不備のある会計基準であっても厳格に準拠することを求めるようなことにつながるかと
思われます。しかし現在、国際的な潮流としては、原則主義を指向するＩＦＲＳが存在している
ことからすると、長銀判決の解釈から導かれる、我が国の企業会計のあり方に対する司法判断は、
現在の国際的潮流には逆行することになるのではないかと考えます。
　このように司法の場では、適正表示の観点から長銀財務報告は検討されなかったとはいうもの
の、最高裁判決の補足意見では、長銀財務報告の適正表示を疑問視する見解が示されていました。
会計は法的形式より経済的実質を重視する考え方をとることから、補足意見は会計上の問題を投
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げかけていると考えます。
　新会計基準が形成された背景には、旧会計基準に準拠した財務報告では不良債権の実態を正確
かつ客観的に把握できないとの問題意識があったものと考えられます。従って、会計上は長銀判
決をどのように受け止めるかという点は、司法の判決とは別に考えておく必要があるのではない
かと考えます。
　以上、1990 年代の会計について見てきました。全体として、会計・監査の役割という点を考
えると、バブル期の会計・監査は機能不全であったと考えます。なぜならば、会計・監査の役割
というのは、経営者が企業の財政状態および経営成績を適正に表示する財務諸表を作成すること
によって、また会計・監査の職業的専門家である公認会計士が財務諸表の適正表示に対して合理
的保証を与えることによって、利害関係者の意思決定に有用な情報を提供することだからです。
しかし会計上の問題については、経営者に対する無罪判決をもって法的責任はないとされました。
　一方、長銀監査をめぐる責任追及については、どのような対応があったかというと、シート
20 の下段に示しているとおりです。長銀の監査を担当した太田昭和監査法人に対しては、RCC
と株主から民事訴訟が 2 件提起されました。しかしながら、RCC との訴訟においては監査法人
側が法的責任を認めることなく和解、そしてもう一方の株主から提起された訴訟については粉飾
決算の存在自体が認められなかったため、請求棄却という結果になっています。
　また、大蔵省および日本公認会計士協会もそれぞれ長銀監査について調査を行いましたが、そ
の後、行政処分や懲戒処分の情報が出ていないことからすると、特に問題視はされなかったので
はないかと思われます。さらに、太田昭和監査法人が法人内で行った調査では、1998 年 3 月期
の長銀監査には問題なしとの結論が下されています。
　長銀事例の場合、会計上の問題がなしとされたことから、特定の公認会計士や監査法人に対し
て監査上の法的責任を課すということは非常に難しいと思いますが、そうした法的責任の問題か
らは離れて、この事例をもとに公認会計士監査をめぐる論点 2 つを示すことによってこの報告を
締めくくらせていただきたいと思います。
　まず、論点 1 としては、公認会計士監査の役割は会計基準準拠性の判断と適正表示の判断のど
ちらに重きが置かれるのかという点です。監査の古典文献や教科書は、監査の本質は後者の役割
にあると説きます。なぜならば、基準開発が実務に遅れをとる場合や経済環境が著しく変化する
場合など、会計基準は時に不完全となる場合があるからです。
　1990 年代の銀行会計というのは、まさにこの問題をはらんでいたものと考えられます。バブ
ル経済崩壊という経済環境の激変を迎えながら、会計基準は長年、変化に硬直的でありました。
また、1998 年になってようやく形成された新会計基準は解釈や適用に相当の幅を残す弱点のあ
るものでした。
　こうした不備のある会計基準があるとき、公認会計士監査の役割としては、会計基準準拠性の
判断を超えて適正表示の判断に重きが置かれるべきであるとは考えますが、一方で当時および現
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在の制度には公認会計士監査の限界があると考えられます。それが論点 2 に相当します。
　論点 2、公認会計士が実際に基準準拠性を超えた適正表示判断に基づき、監査意見を表明でき
るかという点については、現行の制度上は極めて難しいと思わざるを得ません。なぜならば、我
が国にはイギリスやアメリカのように、会計基準を適用することが、かえって財務報告の適正表
示を損なう場合には、既存の会計基準からの離脱を認める離脱規定が存在しません。従って、会
計基準に不完全性がある場合、公認会計士はある意味、悪法も法なりと当該会計基準を守らざる
を得ないという制度になっているかと思われます。
　さらに、今回の分析対象とした長銀のような銀行業の監査には、もう 1 つ公認会計士の適正表
示の判断を難しくする要因があるのではないかと考えます。それは、銀行業の会計は監督官庁の
影響を強く受ける一方で、監査の担い手である公認会計士を規制監督するのもまた銀行業と同じ
監督官庁であるということです。当時は大蔵省が銀行業界と公認会計士業界を規制監督していた
わけでありますが、銀行監査において会計基準から離脱する、または会計基準に準拠していても
不適正意見を表明するということは、公認会計士が大蔵省に歯向かうことを意味します。このよ
うな中で公認会計士が独立的な適正表示判断を発揮できるかどうかは非常に悩ましいと思われま
すし、ここに公認会計士監査の限界があったのではないかと思われます。
　以上でこの報告を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。
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シート１
シート２
銀行の経営破綻と規制業種における
公認会計士監査の限界―会計学の知見
早稲田大学会計研究所招聘研究員
亀岡恵理子
第24回産研アカデミック・フォーラム
1990年代の主要な企業不祥事と
財務諸表監査―教訓と今日的意味
2016年5月28日
1990年代後半からのわが国金融危機
 1990年代の日本
• バブル経済の崩壊
• 金融行政の転換
• 会計ビッグバン
• 複数の金融機関の経営破綻
• 監査責任を追及する動き
 日本長期信用銀行(長銀)事例
• 1998年、日本史上最大の銀行破綻
• 監査訴訟の幕開けを象徴する事例の1つ
2
―30―
シート３
シート４
長銀の設立から経営破綻まで
1952年12月、同年6月に成立した長期信用銀行法に基づき資本金15億円で設立
• 戦後復興期の設立当初には、設備資金を需要する製造業を中心に貸出
• 経済発展に伴い1960年代以降、主要顧客の資金需要は次第に低下
→貸出先の多様化
1970年4月、東京証券取引所および大阪証券取引所に上場
1998年10月23日、特別公的管理を申請、公的資金投入を受けて一時国有化
…わが国史上最大の銀行破綻
1985年からのバブル経済到来…株価および地価の急高騰
• 企業は銀行借り入れから資本市場を通じた資金調達へ
• 巨額の資金を持て余した銀行は各行、新規取引企業を求めて熾烈な貸出競争へ
 銀行の融資先は、都市機能の高度化や持ち家需要の高まりなどにより大きく成
長が見込まれ、かつ、資金需要が桁違いに大きい不動産業や建設業へ
 長銀も他の銀行同様、バブル期には不動産関連融資に傾斜
1990年頃よりバブル熱が沈静化、バブル崩壊
• 長銀がバブル期に注力した融資焦げ付き、不良債権問題を抱える
3
経営破綻後の長銀
 旧経営陣の退任、預金保険機構による新経営陣の選任
 金融再生法第50条の規定を踏まえて設置された内部調査委員会のもと、資産
の選別や旧経営陣の責任追及に向けた検討
 税金投入を伴う破綻につながった経営責任の所在を明らかにすべきとの
社会的風潮のなか、責任追及の焦点は次第に「不良債権隠し」や「飛ば
し」といった旧経営陣による「粉飾決算」疑惑へと移行
 旧経営陣に対する責任追及
• 1999年6月10日、旧経営陣3名逮捕、その後起訴
• 1999年12月以降、複数名の旧経営陣に対して複数件の民事訴訟提起
4
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シート５
シート６
長銀旧経営陣に対して提起された刑事・民事訴訟
* 1999年12月に長銀が提起した民-1から民-4の訴訟は後に、RCC（整理回収機構）に引き継がれた
** 当該訴訟では、旧経営陣10名のほかに監査法人も被告に名を連ねている
5
訴訟争点を介した法律学と会計学との交錯
 長銀事例は、多数の学問領域において関心対象となりうる学際性ある事例
• なかでも法律学と会計学は、訴訟争点を介して関心を一部共有
 法律学領域における長銀事例
• 判決の多くが後の裁判の際の先例となりうる重要なものとして判例公開
• 同じ違法配当の論点で争った2事案（刑‐1と民‐1）
 民事では一貫して責任無し⇔刑事では第一審と控訴審で有罪
 「判決のねじれ」は、2008年最高裁での逆転無罪判決により解消
• 司法判断は、訴訟争点「旧経営陣が選択・適用した貸出金の評価に関わる
会計処理が公正なる会計慣行に準拠していたか否か」を巡り対立
 裁判では、商法第32条第2項規定「公正なる会計慣行を斟酌すべし」の
意義、内容、法規範性に関する最高裁の見解が初めて示される
 判決を受けて、法律学領域では多数の判例評釈や学術論文が公表、同
規定の解釈や課題にかかる議論を展開
6
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シート７
シート８
会計学領域における長銀事例
 最高裁判決での裁判官の補足意見は会計・監査上の問題を提起：
⇔ 会計学領域では長銀事例を記述・分析対象としてそれほど取り上げていない
 長銀が属する銀行会計の特殊性に由来する会計学研究の不足
• 日本初の株式会社を銀行とするわが国では、銀行会計は会計史上最も古
い経歴を持ち、他の産業部門の企業会計制度の範をなしてきた由緒あるも
の（片野 1968, 177）
• 銀行業は、事業の独自性や財務諸表の特殊性から、会計学研究において、
とりわけアーカイバル手法を採用する研究では分析対象から外され、特別
扱いされる傾向あり（中野・高須 2013, 106‐108）
「業績の深刻な悪化が続いている関連ノンバンクについて、積極的支援先であることを
理由として税法基準の考え方により貸付金を評価すれば、実態とのかい離が大きくなる
ことは明らかであると考えられ、長銀の本件決算は、その抱える不良債権の実態と大き
くかい離していたものと推認される。このような決算処理は、当時において、それが、直
ちに違法とはいえず、また、バブル期以降の様々な問題が集約して現れたものであった
としても、企業の財務状態をできる限り客観的に表すべき企業会計の原則や企業の財
務状態の透明性を確保することを目的とする証券取引法における企業会計の開示制
度の観点から見れば、大きな問題があったものであることは明らかと思われる。」
7
銀行業の会計規制構造
 企業一般の会計規定 + 銀行業特有の会計規定
• 銀行業特有の会計規定は監督官庁(当時、大蔵省)と密接に関係
• 大蔵省制定の銀行法施行規則が銀行会計に実務上大きな役割を果たす
• 大蔵省は通達その他の口頭指導により銀行経営を事細かに監督
8
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シート９
シート 10
貸出金関連の財務報告
 貸出金
• 総資産のうち最も高い割合を占める銀行業ならではの財務諸表項目
 長銀の1998年3月期では総資産の約65%を占める
• 長銀訴訟3件（刑‐1、民‐1、民‐6）ではその評価が問題
 回収困難の見込みがあると評価された貸出金（不良債権）の会計処理
• 財務諸表本体：①引当処理、または②償却処理
• 注記開示：
金額的重要性の高い貸出金関連の情報をより詳細に伝達
単位：百万円
① (借) 貸倒引当金繰入額 XX (貸) 貸倒引当金 XX
② (借) 貸出金償却 XX (貸) 貸出金 XX
9
1990年代の貸出金関連の長銀財務報告
10バブル崩壊
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シート 11
シート 12
1990-1997年の長銀財務報告
11
長銀の不良債権問題
 不良債権のルーツ...バブル期に実行された2経路の不動産関連融資
① 長銀の顧客向け貸出
 量的拡大を目指した融資戦略を展開、審査部門の権限は弱小化
② ノンバンク向け貸出
 ノンバンクはバブル期に例外なく③不動産関連融資を実行
 バブル崩壊→長銀グループの不動産担保貸出は一気に不良債権化
• EIE向け貸出は同社の1990年の資金ショートにより問題発生
• 1991年には長銀リース他のノンバンクの経営悪化も顕著に
長銀
不動産業・不動
産関連業種顧客
• イ・アイ・イ・イン
ターナショナル
(EIE)
ノンバンク
• エヌイーディー
• 長銀リース
• 第一住宅金融
• 日本リース
• ライフ
• 日本ランディック
①貸出
②貸出 ③貸出
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シート 13
シート 14
引当・償却処理にかかる会計基準
 不良債権の開示…1992年まで実質的に皆無
 後に国内外からの批判を受けて段階的に開示拡充
 引当・償却処理にかかる会計基準…1990年から1997年まで同一基準
• 具体的な会計処理方法を提示したのが1982年に大蔵省銀行局発出の通
達に定められた「決算経理基準」
• 引当・償却処理に、法人税法上の損金算入が認められる金額を処理する
「無税扱い」とそれ以外の「有税扱い」の2つを認める
• どちらの扱いにより、どれだけの金額を引当・償却するかの判断は、金融機
関ではなく、大蔵省の強い影響下に置かれた
 有税扱いの処理...大蔵省の意に反する例外的な処理、実質的に不可能
 無税扱いの処理...損金算入を認める金額は大蔵省の金融検査官が回
収不能額およびそれに準ずる状況にあると証明した不良債権のみとする
（償却証明制度）
• ノンバンク向け貸出金については、銀行が金融支援を継続する限り引当・
償却処理しないというのが当時の実務 13
長銀の不良債権処理
 不良債権問題への取り組み姿勢...「不稼働資産の顕在化を防ぎつつ、種々の
方策により段階的に処理をするという路線」
① 新設の受皿会社による担保不動産の買い取り
• 長銀がグループ会社間で出資を分散して受皿会社を設立、長銀から融
資を受けた受皿会社が不良債権化した担保不動産を買い取り
• ＝帳簿上、「不良債権」が受皿会社への「貸出金」へと名目を変える効果
• 受皿会社の多くは債務超過状態、貸出金の大半はそこでも不良債権化
② 債権放棄 &③新規融資
• 長銀自体への信用問題への波及防止のため、経営困難に陥った企業を
救済する目的で実施、母体行責任論の考えのもと正当化
• ＝ノンバンクに対する債権放棄または融資は、当時の会計基準のもとで
は、引当・償却処理を回避する効果
 一連の手法は後に「不良債権隠し」や「飛ばし」として社会的批判
 会計基準の不備・不完全性が不良債権の実態を覆い隠す財務報告を可能に
14
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シート 15
シート 16
1998年の長銀財務報告
15
金融制度環境の変化
 1990年代後半、金融機関を取り巻く制度環境は2つの重大な転換
• 償却証明制度の廃止、1998年4月から「早期是正措置制度」導入
 金融機関が自らの資産の健全性を「自己査定」し、その結果算出された
自己資本比率が一定値を下回った場合には監督当局への業務改善計
画の提出ほか必要な是正措置の命令を受けること、それでも改善されな
い場合には破綻処理へと移行
 ＝従来は大蔵省の影響を強く受けた引当・償却処理の判断が、金融機
関の自主性に任されるように
• 1998年6月の金融監督庁の発足
 それまで大蔵省が所管した金融検査部門、銀行・証券両局の金融機関
監督部門、証券取引等監視委員会が金融監督庁に移管されたことで、
銀行監督の担い手が変わり、監督姿勢が変わった
 1998年3月期は、こうした制度環境の変化が発現する初年度
16
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シート 17
シート 18
早期是正措置の導入に伴う会計基準の変更
 新制度のもとでは、まず金融機関が独自に作成した自己査定ルールに基づき
資産を評価→監査法人がその結果を監査→金融監督庁が金融検査において
自己査定の正確性等を検証
 新制度の開始に先立つ1997年、一連のプロセスに携わる関係各所によって、
自己査定の実施方法に関する複数の通達および業界関連文書が作成
 引当・償却処理にかかる「新会計基準(公正なる会計慣行)」を形成
3月5日 大蔵省大臣官房金融検査部長「早期是正措置制度導入後の金融検査における資産査定について」
3月12日 全国銀行協会連合会融資業務専門委員会「『資産査定について』に関するQ&A」
4月15日
日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号「銀行等金融機関の資産
の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す
る実務指針」
4月21日 大蔵省大臣官房金融検査部管理課長「金融機関等の関連ノンバンクに対する貸出金の査定の考え方について」
7月28日 全国銀行協会連合会融資業務専門委員会「『資産査定について』に関するQ&Aの追加について」
7月31日 大蔵省銀行局長「『普通銀行の業務運営に関する基本事項等について』通達の一部改正について」および「長期信用銀行の業務運営に関する基本事項等について」
17
1998年の長銀財務報告の「適法性」
 1998年3月期、長銀は「旧会計基準」には準拠するが、「新会計基準」からは逸脱
する自己査定ルールを作成し、貸出金を評価
• 新旧いずれの会計基準に準拠するかの判断は、行政、司法、実務間で齟齬
 ∵新会計基準の解釈および適用に相当の幅
 最高裁判決は、内容に具体性や定量性が乏しく、明確性を欠いていた新会
計基準は1998年3月期において厳格に従うべき唯一の会計基準であったと
はいえないと判断
＝1998年3月期の長銀財務報告の「適法性」を認定
旧会計基準 新会計基準
ノンバンク向け
貸出金の扱い
• 銀行がノンバンクに対して金融支
援を継続する限りは引当・償却処
理しないことを許容
• 金融支援する場合でも貸付先の
客観的な財務状態を重視して引
当・償却処理することを求める
準拠した場合の
当期末処理損失
• 約2716億円 • 約5846億円
準拠した場合の
経済的帰結 ‐
• 無配はもとより、自己資本比率が
大幅に低下し、早期是正措置の
発動が必要な状況に
18
出所：『日本経済新聞』1998年10月20日をもとに作成
―38―
シート 19
「適正表示」の観点からの長銀財務報告
 司法の場では「適正表示」の観点からの長銀財務報告は検討されず
• 法律学者の間では、司法の結論は概ね肯定的に捉えられる（久保 2012）
• 「より一般化して理解するならば、例えば、イギリスなどのように、個別の会
計基準に従っているか否かを問わず、真実かつ公正なる概観を示さないこ
とが会社法違反にあたるという考え方はわが国の（平成17年改正前）商法
や証券取引法の解釈としては採用しないという立場を採ったものと理解す
るのが最も無理がない」(弥永 2009, 47)
 補足意見は、1998年3月期の長銀財務報告の「適正表示」を疑問視
• 会計は法的形式よりも経済的実質を重視する考え方(substance over form)
• 新会計基準が形成された背景...旧会計基準に準拠した財務報告では不良
債権の実態を正確かつ客観的に把握できない、との問題意識
• 長銀判決をどのように受けとめるか
 「取締役による具体的な会計処理方法の選択の合理性」こそが問われて
然るべきであったとの見解（片木 2013）
 「極めて問題のある判断」との会計学者の見解（守屋 2012)
19
シート 20
会計・監査の役割
 経営者が企業の財政状態および経営成績を適正に表示する財務諸表を作成
することによって、また会計・監査の職業的専門家である公認会計士が財務
諸表の適正表示に対して合理的保証を与えることによって、利害関係者の意
思決定に有用な情報を提供すること
• バブル期の会計・監査は機能不全
 長銀監査をめぐる責任追及
• 監査を担当した太田昭和監査法人に対してRCCと株主から民事訴訟2件
 RCCとの訴訟（民‐6）は監査法人側が法的責任を認めることなく和解
 株主から提起された訴訟は、粉飾決算の存在自体が認められなかった
ため請求棄却
• 大蔵省および日本公認会計士協会の調査
 おそらく行政処分や懲戒処分等なし
• 法人内調査
 1998年3月期の長銀監査には問題なしとの結論
20
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シート 21
公認会計士監査をめぐる論点
 論点1：公認会計士監査の役割は「会計基準準拠性の判断」と「適正表示の判
断」のどちらに重きが置かれるのか
• 監査の古典文献や教科書は、監査の本質は後者の役割にあると説明
• ∵基準開発が実務に後れをとる場合や経済環境が著しく変化する場合な
ど、会計基準は時に不完全となる（極めて稀）
• 1990年代の銀行会計…
 バブル経済崩壊という経済環境の激変をむかえながら、会計基準は長
年変化に硬直的
 1998年になってようやく形成された新会計基準は、解釈や適用に相当の
幅を残す弱点のあるもの
21
公認会計士監査をめぐる論点
 論点2：公認会計士が実際に基準準拠性を超えた適正表示判断に基づき監査
意見を表明できるか
• わが国には、イギリスやアメリカのように、会計基準を適用することがかえっ
て財務報告の適正表示を損なう場合には、既存の会計基準からの離脱を
認める「離脱規定」が存在しない
 会計基準に不完全性がある場合、公認会計士は、ある意味「悪法も法
なり」と当該会計基準を守らざるを得ない
• 銀行業の監査
 銀行業の会計は監督官庁の影響を強く受ける
 監査の担い手である公認会計士を規制監督するのもまた銀行業と同じ
監督官庁
 ＝銀行監査において会計基準から離脱する、または会計基準に準拠し
ていても不適正意見を表明するということは、公認会計士が監督官庁に
背くことを意味する
22
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